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<財務諸表監査>

当監査法人は、独立行政法人通則法(以下、「通則法」という。)第39条の規{に基・

,年度のすべての勘定に係る勘定別利益の処分に関する書類(案)を除く財務声
、すなわち、すべての勘定に係る勘定別貸借対照表、勘定別損益計算害、勘金別キ 1
シニ"フロー評算書、勘定別行政サービス実施ニス卞計章書、重要な△暑十方金f、その他の注記
書附属月細舎からなる勘定別財務諸表並びに法人単社貸佶対照表、法X単位損益計算
詳治針、その他の注記及ぴ法人単位附属朗細書からなる法人単位財務諸表に男いて昼査を一牙
L.0

財務諸表に対する独立行政法人の長の責任
独立行政法人の長の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる独十一政法人の△

く0 以下同じ0)を作成し適正に表示することにある。これには、不正及び誤謬並ぴ仁一゛/ご0_ 0 _こハ_ここ。ここ1、不正及び誤謬並ぴに遅法行

必要と判断した内部統制を整備及び運用するととが含まれる。
会計監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務渚表に、

立行政法人の監査の基準に堆;処して監査を行った。との監査の基准は、当睡査去jtに財務Ξ
に基づ摩、'"示 f 、うかの口理的な保証を1ザるために、監谷計画を策定し、これ

なる場合があるととに十分暫意して計画される。"'」
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監査においては、財務諸表の金額及び開示にっいて監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は:当監査法人の判断により、不正及び誤謬並びに違法行為による財務諾表の
重要、虚偽表示のりスクの評価に基づいて選釈及び適用さ五る。財務諸表監査の目的は、内部
統制の有効性にっいて意見表明するためのものではないが、当昼査法人は、りスク評価b実施
1こ際して、状況に応じ元適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作威と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、独立行政法人の長が採用した会計方針及びその
適用方法並びに独立行政法人の長によって行粉れた見積りの評価も含め全体としての財務諸表
の表示を検討するととが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してぃる。
この基礎には、雪監査法人が監査を実施した範囲に給いては、財務諸表に重要な虚偽の表示、
もたらす独立行政法人の長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為
の存在は認められなかったとの事実を含んでいる。なお、当監査法人が実施した監査は、財務
諸表の重要な虚偽の表示の要因とならない独立行赴法人の長又はその他の役員若しくは職員に
よる不正及び誤謬並びに違法行為の有無について意見を述ベるものではない。

監査意見

当監査法人は、上記の試験研究'技術開発勘定及び海洋水産資源開発勘定に係る各勘定別財
務諸表並びに法入単位財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる独立行政法人
の会計の基準に準拠して、独立行赴法人水産総合研究センターの各勘定及び法人単位の財政状
態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コストの状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

<通則法が要求する利益の処分に関する書類(案)及び決算報告書に対する意見>
当監査法人は、通則法第39条の規定に基づき、独立行政法人水産総合研究センターの平成
23年4月1日から平成24年3村 31日までの第11期事業年度の各勘定に係る利益の処分
に関する書類(案)及び各勘定に係る決算報告書にっいて監査を行った。

利益の処分に関する書類(案)及び決算綴告書に対する独立行政法人の長の責任
独立行政法人の長の責任は、法令に適合した利益の処分に関する書類(案)を作成すること
及ぴ予算の区分に従って決算の状況を正しく示す決算報告書を作成することにある。

会計監査人の責任

当監査法人の責任は、利益の処分に関する書類(案)が法令に適合して作成されてぃるか
及び決算報告書が予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているかにっいて、独立の立場
から意見を表明するととにある。'

通則法が要求する利益の処分に関する書類(案)及び決算報告書に対する監査意見
当監査法人の監査意見は炊のとおりである。ー
札)血各勘定に係る知益の処分に関する書類゜(案)は、法令に適合してぃるものと認める。
②各勘定に係る決算報告書は、独立行政法人の萇による予算の区分に従って決算の渓況を
正しく示しているものと認める。

<事業報告書に対する釈告>
当監査法人は、通則法第39条の規定に基づき、独立行政法人水産総合研究センターの平成
23年4村 1日から平成24年3月31日までの条11期事業年度の事堂報告書(ム斗に関す
る部分に限る。)にっいて監査を行った。なお、事業報告書にっいて監査の対象とし六厶暑十に
関する部分は、事業報告書に記載されている事項のうち会計帳緯の記録に基づく記載部分であ
る。

ただし、当監査法人は、第11期事業年度に会計監査人に選任されたので、事業報告書に記
載されている事項のうち欝10期事業年度以前の会計に関する部分は、前任会暑十監査人の監査
を受けた財務諸表に基づき記載されてぃる。'血血

事業報告書に対する報告
当監査法人は、事業報告書(第11期事業年度の会計に関する部分に限る。)が独立行政法人
水産総合研究センターの財政状態及び運営状況を正しく示しているものと認める。

利害関係

独立行政法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。'
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